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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年12月期第２四半期  52,160  △1.8  407  －  267  －  △27  －

21年12月期第２四半期  53,140  －  △3,248  －  △3,251  －  △2,036  －

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

22年12月期第２四半期  △0  22  －      

21年12月期第２四半期  △16  19  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年12月期第２四半期  97,751  48,100  49.2  382  40

21年12月期  106,022  50,521  47.6  401  66

（参考）自己資本 22年12月期第２四半期 48,092百万円   21年12月期 50,516百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

21年12月期 －       0 00 －      15 00  15  00

22年12月期 －       0 00

22年12月期（予想） －      12 00  12  00

（注）当四半期における配当予想の修正有無 ： 有 ・無

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  114,500  0.2  2,000  －  1,700  －  800  －  6  36

（注）当四半期における業績予想の修正有無 ： 有 ・無
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４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．２「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項については、［添付資料］Ｐ．２「１．

当四半期決算に関する定性的情報」および、本日別途開示する「第２四半期連結累計期間業績予想と実績の差異および

通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動  ： 有 ・無

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 ・無

① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有・無

② ①以外の変更        ： 有・無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期２Ｑ 126,229,345株 21年12月期 126,229,345株

②  期末自己株式数 22年12月期２Ｑ 464,768株 21年12月期 460,994株

③  期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期２Ｑ 125,765,582株 21年12月期２Ｑ 125,774,208株

- 2 -



【添付資料】 

添付資料の目次 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………… P.２

(1）連結経営成績に関する定性的情報 ……………………………………………………………………………… P.２

(2）連結財政状態に関する定性的情報 ……………………………………………………………………………… P.２

(3）連結業績予想に関する定性的情報 ……………………………………………………………………………… P.２

２．その他の情報   

(1）重要な子会社の異動の概要 ……………………………………………………………………………………… P.２

(2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 …………………………………………………………………… P.２

(3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 …………………………………………………………… P.３

３．四半期連結財務諸表 ………………………………………………………………………………………………… P.４

(1）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… P.４

(2）四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………… P.６

(3）継続企業の前提に関する注記 …………………………………………………………………………………… P.７

(4）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 …………………………………………………………… P.７

- 3 -



（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日～平成22年６月30日）におけるわが国経済は、新興国を中心とした

海外経済の回復による輸出の増加など、景況感の改善も一部には見られましたが、デフレの進行や厳しい雇用・所得

環境が続く中、個人消費が伸び悩むなど、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

 当アパレル業界におきましても、消費者の節約志向は依然として強く、また３月から４月の春物・初夏物販売の時

期に気温が冷え込むなど天候不順の影響もあり、全般に低調に推移いたしました。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは従来からの方針に基づく積極的な営業活動を展開すると同時に、商

品企画、販路の見直しや柔軟な生産調整等、環境変化に対応した経営に注力してまいりました。また、業務の一層の

効率化を追求するとともに、昨年策定した「中期経営ビジョン2009」の実現に向け、今期「今後の成長戦略」を取り

纏め、業績の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間における売上高は521億６千万円（前年同期比1.8％減）、営

業利益は４億７百万円（前年同期は32億４千８百万円の営業損失）、経常利益は２億６千７百万円（前年同期は32億

５千１百万円の経常損失）、四半期純損失は２千７百万円（前年同期は20億３千６百万円の四半期純損失）となりま

した。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末における資産総額は、前連結会計年度末に比べ82億７千１百万円減少し、977億５千

１百万円となりました。これは売上債権が52億３千７百万円減少し、現金及び預金が９億９千２百万円減少したこと

等によるものであります。 

 負債総額は前連結会計年度末に比べ58億５千万円減少し、496億５千万円となりました。これは仕入債務が32億７

千５百万円減少し、借入金が27億４千８百万円減少したこと等によるものであります。 

 また、純資産は利益剰余金が19億１千３百万円減少し、その他有価証券評価差額金が４億７千４百万円減少したこ

と等により481億円となりました。 

 この結果、自己資本比率は49.2％となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における経営成績は、上述の連結経営成績に関する定性的情報のとおり、売上高は予想

を下回りましたが、利益面においてはいずれも平成22年２月12日発表の予想より改善されました。 

 平成22年12月期通期の連結業績予想につきましては、欧州の金融不安や円高による景気の悪化懸念等、景気および

消費の先行きにはまだ不透明感が強いことを踏まえ、売上高は1,145億円（前回発表予想は1,160億円）、営業利益は

20億円（前回発表予想は13億円）、経常利益は17億円（前回発表予想は10億円）、当期純利益は８億円（前回発表予

想は２億円）と業績予想を修正しております。本日別途開示する「第２四半期連結累計期間業績予想と実績の差異お

よび通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理）  

① 一般債権の貸倒見積額の算定方法 

 一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等から著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度の貸倒実績率等を用いて算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

 営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で前連結会計年度末において帳簿価額を処分見込

価額まで切り下げているものについては、前連結会計年度以降に著しい変化がないと認められる限り、前連

結会計年度末における貸借対照表価額で計上する方法によっております。 

③ 原価差異の配賦方法 

 標準原価を適用しているため、原価差異については、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年度

決算と比較して簡便的に実施しております。 

④ 固定資産の減価償却費の算定方法  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

１．当四半期決算に関する定性的情報

２．その他の情報
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⑤ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判定に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異

等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 該当事項はありません。  
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,175 8,167

受取手形及び売掛金 10,062 15,299

商品及び製品 23,656 23,006

繰延税金資産 1,814 2,240

その他 1,674 3,048

貸倒引当金 △83 △92

流動資産合計 44,300 51,671

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,497 8,571

土地 18,996 18,996

その他（純額） 1,700 1,758

有形固定資産合計 29,194 29,326

無形固定資産 1,026 938

投資その他の資産   

投資有価証券 12,123 13,075

繰延税金資産 4,450 4,068

敷金及び保証金 6,286 6,610

その他 545 677

貸倒引当金 △174 △344

投資その他の資産合計 23,230 24,086

固定資産合計 53,451 54,351

資産合計 97,751 106,022
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,780 18,055

短期借入金 10,296 17,696

未払消費税等 416 163

未払法人税等 163 36

賞与引当金 614 609

返品調整引当金 600 910

その他 4,758 4,870

流動負債合計 31,628 42,341

固定負債   

長期借入金 13,334 8,682

長期未払金 936 971

再評価に係る繰延税金負債 1,966 1,966

退職給付引当金 1,162 961

その他 622 579

固定負債合計 18,021 13,159

負債合計 49,650 55,501

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,002 15,002

資本剰余金 10,062 10,062

利益剰余金 21,999 23,912

自己株式 △227 △226

株主資本合計 46,836 48,750

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,149 1,624

繰延ヘッジ損益 － 0

土地再評価差額金 162 162

為替換算調整勘定 △55 △20

評価・換算差額等合計 1,256 1,765

少数株主持分 8 5

純資産合計 48,100 50,521

負債純資産合計 97,751 106,022
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 53,140 52,160

売上原価 29,005 26,657

売上総利益 24,134 25,502

販売費及び一般管理費 27,383 25,095

営業利益又は営業損失（△） △3,248 407

営業外収益   

受取利息 8 5

受取配当金 128 129

受取賃貸料 211 381

その他 80 79

営業外収益合計 429 596

営業外費用   

支払利息 116 154

賃貸費用 209 242

持分法による投資損失 79 280

その他 25 58

営業外費用合計 431 737

経常利益又は経常損失（△） △3,251 267

特別利益   

過年度業務委託費戻入益 180 －

貸倒引当金戻入額 133 32

固定資産売却益 1 －

投資有価証券売却益 － 95

特別利益合計 314 128

特別損失   

固定資産除却損 71 54

投資有価証券評価損 50 －

ゴルフ会員権評価損 0 －

減損損失 100 －

特別損失合計 223 54

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,159 341

法人税、住民税及び事業税 128 58

法人税等調整額 △1,251 316

法人税等合計 △1,122 374

少数株主損失（△） △0 △6

四半期純損失（△） △2,036 △27
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   該当事項はありません。 

  

  

      該当事項はありません。  

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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